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第１章 計画策定の趣旨 

第１節 計画策定の背景 

本町においては、平成30年３月に「障害者総合支援法」に基づく「第５期陸別

町障がい福祉計画」と、これと一体の計画として作成する「第１期陸別町障がい児

福祉計画」を策定し、障害（児）福祉サービス等の充実を図ってきました。 

障がい者施策をめぐっては、国において、平成18年に国連総会で採択された

「障害者の権利に関する条約」の締結に先立ち、「障害者基本法」の一部改正、「障

害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律）」の施行、「障害者自立支援法」を改正した「障害者総合支援法（障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）」の施行、「障害者差別解消法

（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）」などの法整備を行ってきま

した。また、これら一連の国内法の整備を経て、平成26年１月に条約が批准さ

れ、障がい者の権利の実現に向けた取り組みが一層強化されました。さらに、平成

28年５月に「障害者総合支援法」等のさらなる改正が行われたほか、平成30年

には「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が施行されるなど、障がい

のある人の社会参加をさらに促進していくこととなっています。 

今後も、障がい者に関する法律や制度は、その充実とともに、目まぐるしく変化

していくことが想定され、法改正等は計画内容に大きく影響することから、これら

の関連する法制度や計画と整合性をとりながら、長期的な方向性を決めていく必要

があります。 

本町においては、このような障がい者施策をめぐる近年の動向を踏まえつつ、実

情に合わせた施策及び障害福祉サービスの提供に努めてきましたが、今後も引き続

き町内に居住する障がいのある人がよりいきいきと暮らしていくために、法制度や

社会情勢の変化を見定めつつ、対応していく必要があります。 

この度、「第５期陸別町障がい福祉計画・第１期陸別町障がい児福祉計画」が令

和２年度末をもってその期間を満了することから、本町の障がい者を取り巻く現況

を踏まえるとともに、障害福祉制度における変更や障害者総合支援法及び障害者基

本法の改正等に対応した新たな「第６期陸別町障がい福祉計画」「第２期陸別町障

がい児福祉計画」を策定します。 

また、「第１期陸別町障がい者基本計画」を新たに策定することとし、本町の最

上位計画である「第６期陸別町総合計画」との整合性を確保するとともに、他の関

連計画との調和を図ります。 
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第２節 計画の性質と計画期間 

本計画は「障害者基本法」の規定に基づき、障害者関係団体、NPO等民間団

体、事業者団体、地方公共団体等との連携・協力を得て作成する、障がい者のため

の施策に関する基本的な計画（＝障がい者基本計画）と「障害者総合支援法」の規

定に基づいて作成するサービス提供体制の確保に関する計画（＝障がい福祉計画）

及び「障がい福祉計画」と一体のものとして作成する「障がい児福祉計画」を合わ

せ、相互に調和のとれた計画として策定するものです。 

いずれの計画もその計画期間を３年間（令和３年度～令和５年度）とします。 

■計画の概要■ 

策定する計画 計画の概要 

第１期陸別町障がい者基本計画 

障害者基本法第 11 条第３項に規定される
「市町村障害者計画」として策定するもの。 

障害者が地域の中でともに暮らす社会を実現
するために、市町村が地域における行政の中核
機関として、都道府県等の支援を受けながら、
市町村に配置されている福祉施設等のサービス
機関、国や都道府県の所管する機関などと総合
的に連携体制を構築するための計画。 

第６期陸別町障がい福祉計画 

障害者総合支援法第 88 条に規定される「市
町村障害福祉計画」として策定するもの。 

障害福祉サービス等の提供体制及び自立支援
給付等の円滑な実施を確保することを目的とす
る。 

第２期陸別町障がい児福祉計画 

児童福祉法第 33 条の 20 に規定される「市
町村障害児福祉計画」として策定するもの。 

障害者総合支援法及び児童福祉法の一部改正
により策定が求められるものであり、障害福祉
計画と一体のものとして策定する。 

■本計画の位置づけ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸別町総合計画 

地
域
防
災
計
画
等 

□ 陸別町障がい者基本計画 
（障害者基本法第 11 条３項） 

□ 陸別町障がい福祉計画 
（障害者総合支援法第 88 条） 

□ 陸別町障がい児福祉計画 
（児童福祉法第 33 条の 20） 

■ 高齢者福祉計画・介護保険事業計画

■ 健康増進計画・食育推進計画 

■ 子ども・子育て支援事業計画 

■ その他の福祉関連計画 



5 

「障がい者基本計画」は本町の障がい者施策の基本計画としての機能を有しま

す。「障がい福祉計画」及び「障がい児福祉計画」は「障がい者基本計画」に記載

される生活支援における障害（児）福祉サービス等に関する“３年間の実施計画”

として位置づけられるものです。 

また、障害者総合支援法第88条第６項に基づき、「障がい（児）福祉計画」は

障がい者基本計画等の障がい者の福祉に関する事項を定める計画等との調和を図っ

ています。 

■障がい者基本計画と障がい福祉計画、障がい児福祉計画の性格■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 計画における「障害者」の定義 

本計画における「障害者」の定義は以下に示すとおりです。なお、本計画では法

律や診断名称等を除き、「障がい」の表記を優先することとしています。 

■本計画における「障害者」等の概念■ 

○『障害者』とは、障害者基本法第２条第１号に規定する「身体障害、知的障害、
精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害
及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態
にあるもの」をいいます。 

○『発達障害』とは、発達障害者支援法第２条第１項に規定する「自閉症、アスペ
ルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他こ
れに類する脳機能の障害」をいいます。 
[補説]『社会的障壁』とは、障害者基本法第２条第２号に規定する「障害がある者

にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事
物、制度、慣行、観念その他一切のもの」をいいます。 

○『難病患者』とは、「難病等に起因する障害があるため継続的に日常生活又は社会
生活に著しい支障のある者」をいいます。 

障がい者基本計画 

○障害者基本法（第 11条第３項）に基づく、障害者のための施策に関する基本的な 

事項を定める基本計画 

○多分野にわたる計画（広報啓発、相談・情報提供、保健・医療・福祉サービス、 

教育、雇用・就業、スポーツ・レクリエーション・文化活動、バリアフリー・福祉

のまちづくり、防犯・防災対策 など） 

障がい福祉計画 

○障害者総合支援法（第 88 条）に基づく、障害福祉サービス等の確保に関する実施

計画 

○各年度における障害福祉サービス・相談支援の種類ごとの必要量の見込み及び確

保の方策、地域生活支援事業の実施に関する事項等を定める計画 

障がい児福祉計画 

○児童福祉法（第 33 条の 20）に基づく、障害児福祉サービス等の確保に関する実施計画 

○障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に関する計画 
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第４節 障がい福祉に関する制度・施策の変遷 

我が国においては、「障害者自立支援法」の施行（平成18年）から、障がい者

福祉の拡充のための様々な制度改正や環境整備等が進められてきました。平成26

年には「障害者権利条約」が批准され、平成28年には「障害者差別解消法」の施

行、「障害者雇用促進法」の一部改正など、障がい者に関する法律や制度は目まぐ

るしく変化しています。 

こうした制度の変更や社会情勢の変化に対応しつつ、本町に居住する障がいのあ

る方が住み慣れた地域で生きがいを持って自分らしい生活を送ることができるよ

う、関係団体や事業者などとの連携を図っていく必要があります。 

 

（１）「障害者基本法」の改正 

障がいの有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有する個人として尊重される

ものであるという理念にのっとり、すべての人が相互に人格と個性を尊重する「共

生社会」を実現することを目的に、「障害者基本法」が改正され、平成23年８月

から施行されました。 

また、「障害者」の定義が見直され、制度や慣行、観念などを含む「社会的障壁

により日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」とする定義が

追加されるとともに、そのような社会的な障壁を取り除くための配慮を求めていま

す。これらをもとに、地域社会での生活の選択の機会、意思疎通の手段の選択の機

会、ともに学ぶ教育、雇用の安定と促進など、あらゆる場面における差別の禁止と

合理的配慮のための方向性が定められています。 

 

（２）「障害者総合支援法」の改正 

障がい福祉施策については、障がいのある人の地域における自立した生活を支援

する「地域生活支援」を主題に、身体障がい、知的障がい及び精神障がいそれぞれ

について、市町村を中心にサービスを提供する体制の構築に向けて必要な改正が行

われてきました。 

まず、平成15年４月１日から施行された「支援費制度」によって、サービスの

あり方をそれまでの「措置」から「契約」に大きく変え、自己決定の尊重や、利用

者本位の考え方が明確になりました。続いて、平成18年４月１日から施行された

障害者自立支援法によって、身体障がいのある人及び知的障がいのある人に加え、

「支援費制度」の対象となっていなかった精神障がいのある人も含めた一元的な制

度を確立するとともに、地域生活への移行や就労支援といった課題に対応し、ま

た、障がいのある人が必要な障害福祉サービスや相談支援を受け、自立した日常生

活または社会生活を営むことができるよう、福祉施設や事業体系の抜本的な見直し

が行われました。その後、「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」とする内容を含む「地域
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社会における共生の実現に向けて新たな障害福祉施策を講ずるための関係法律の整

備に関する法律」が成立し、平成25年４月１日から施行（一部、平成26年４月

１日施行）されました。また、制度の谷間のない支援を提供する観点から、「障害

者」の定義に新たに難病等（治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病で

あって政令で定めるものによる障がいの程度が厚生労働大臣が定める程度である

者）を追加し、障害福祉サービス等の対象とされることになりました。 

さらに、「障害者総合支援法」の附則で規定された施行後３年（平成28年４

月）を目途とする見直しにより、障害福祉サービス及び障害児通所支援の拡充等を

内容とする「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児

童福祉法の一部を改正する法律案」が平成28年５月に成立しています。 

平成 28年の改正では、障がいのある人が自らの望む地域生活を営むことができ

るよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や高齢の障がいのある人に

よる介護保険サービスの円滑な利用を促進するための見直しを行うとともに、障が

いのある子どもへの支援ニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充を

図るほか、サービスの質の確保・向上を図るための環境整備等が行われています。 

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の

一部を改正する法律（概要）■ 

１．障害者の望む地域生活の支援 

①地域生活を支援する新たなサービス（自立生活援助）の創設 

②就労定着に向けた支援を行う新たなサービスの創設 

③重度訪問介護の訪問先の拡大 

④高齢の障害のある人への介護保険サービスの円滑な利用 

２．障害児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応 

①居宅訪問により児童発達支援を提供するサービスの創設 

②保育所等訪問支援の支援対象の拡大 

③医療的ケアを要する障害のある子どもに対する支援 

④障害のある子どもへのサービス提供体制の計画的な構築 
（障害児福祉計画の策定） 

３．サービスの質の確保・向上に向けた環境整備 

①補装具費の支給範囲の拡大（貸与の追加） 

②障害福祉サービス等の情報公表制度の創設 

③自治体による調査事務・審査事務の効率化 
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（３）発達障害者支援法の改正 

「発達障害者支援法」の施行から約10年が経過し、時代の変化に対応したより

きめ細かな支援の必要性から、「発達障害者支援法の一部を改正する法律」が平成

28年５月に成立し、同年８月１日から施行されました。この改正では、発達障害

のある人の支援のより一層の充実を図るため、目的規定及び“発達障害者”の定義

の見直し、基本理念の新設、国及び地方公共団体の責務の規定、国民に対する普及

及び啓発等のほか、発達障害のある人の支援のための施策について、発達障害のあ

る人の教育、就労、地域における生活等に関する支援、権利利益の擁護、司法手続

きにおける配慮、発達障害のある人の家族等の支援を強化することが規定されてい

ます。 

 

（４）その他の障害者施策をめぐる近年の動き 

① 「障害者虐待防止法」の施行 

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待

防止法）」が平成23年６月に成立し、平成24年 10月１日から施行されまし

た。この法律において虐待とは、養護者によるもの、障害者福祉施設従事者などに

よるもの、使用者によるものがあり、その類型としては、身体的虐待、性的虐待、

心理的虐待、経済的虐待、ネグレクト（放置・怠慢）の行為すべてが含まれていま

す。また、市町村において虐待の早期発見と防止策を講じる責務を明記するととも

に、発見者には市町村への通報義務が課せられています。 

 

② 「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」の施行 

障がいのある人が自立した生活を送る上で、就労により経済的な生活基盤を確保

することは重要な要素の１つです。そこで平成25年４月１日に「国等による障害

者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」が施行され、地方公共団

体等においては、毎年度、障害者就労施設等からの物品等の調達目標を含めた調達

方針を策定・公表することが義務付けられました。 

 



9 

③ 「障害者雇用促進法」の改正 

「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）」が平成25年６月

に改正され、平成28年４月１日から（一部は、平成25年６月または平成30年

４月から）施行されました。 

この改正により、新たに次の事項が定められています。 

■障害者雇用促進法の改正のポイント■ 

○障害者の範囲の明確化  〔平成 25 年６月 19 日施行〕 

○障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供義務 
     〔平成 28 年４月１日施行〕 

○法定雇用率の算定基礎の見直し 〔平成 30 年４月１日施行〕 

 

また、令和元年度にも改正が行われ、障がい者の雇用を一層促進するため、事業

主に対する短時間労働以外の労働が困難な状況にある障がい者の雇い入れ及び継続

雇用の支援、国及び地方公共団体における障がい者の雇用状況についての的確な把

握等に関する措置を講ずることとしています。 

 

④ 「障害者差別解消法」の施行 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が平

成25年６月成立し、平成28年４月１日から施行されました。この法律において

は、障害者基本法に定めた差別の禁止と合理的な配慮の規定を具体化するため、

国・地方自治体などにおける障害を理由とする差別的取扱いの禁止や、合理的配慮

の不提供の禁止、差別解消に向けた取り組みに関する要領を定めることなどが規定

されています。 

 

⑤ 「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」の施行 

この法律は、障がいのある人が、文化芸術を鑑賞･参加･創造できるための環境整

備や、そのための支援を促進することを目的とした法律です。具体的には、施設の

バリアフリー化や情報保障といった、障がいのある人が文化芸術を鑑賞しやすくす

る取り組みや、作品を発表できる機会の確保、著作権の保護、高い評価を受けた作

品の販売･発信に関する支援などが内容として含まれています。 
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■障がい者福祉に関する国、陸別町の動向■ 

年 国 陸別町 

H18 
◇障害者自立支援法の施行 
◇高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律の施行 

第
２
次 

障
害
者
基
本
計
画 

重
点
施
策
実
施 

５
か
年
計
画 

第
１
期
障
害
福
祉
計
画 

H19 ◇障害者権利条約署名 

H20 ◇児童福祉法の改正 

重
点
施
策
実
施
５
か
年
計
画 

H21  
第
２
期
障
が
い
福
祉
計
画

※ 

H22  

H23 ◇障害者基本法の一部を改正する法律の施行 

H24 ◇障害者虐待防止法の施行 第
３
期
障
が
い
福
祉
計
画 

H25 

◇障害者総合支援法の施行 
◇障害者優先調達推進法の施行 
◇成年被後見人の選挙権の回復等のための公職

選挙法等の一部を改正する法律の施行 
第
３
次 

障
害
者
基
本
計
画 

H26 ◇障害者権利条約の批准 

H27 
◇難病の患者に対する医療等に 

関する法律の施行 
第
４
期
障
が
い
福
祉
計
画 

H28 
◇障害者差別解消法の施行 
◇障害者雇用促進法一部改正の施行 
◇発達障害者支援法の改正 

H29  

H30 
◇障害者総合支援法、児童福祉法の改正 
◇障害者による文化芸術活動の推進に関する法

律の施行 

第
４
次 

障
害
者
基
本
計
画 

第
５
期
障
が
い
福
祉
計
画
・ 

第
１
期
障
が
い
児
福
祉
計
画 

R1 ◇障害者雇用促進法の改正 

R2  

※第２期計画より「害」は「がい」として表記している。 



11 

第５節 計画の策定及び推進体制 

（１）陸別町地域自立支援協議会による検討 

本計画の策定にあたり、障がい者福祉に関する見識を有する者や、福祉・医療関

係者、関係行政機関の職員等で構成される「陸別町地域自立支援協議会」にて検

討・協議を行いました。 

 

（２）陸別町保健・医療・福祉サービス検討委員会 

町長の諮問機関として、介護保険事業の円滑な運営、地域における老人保健福祉

事業、その他必要な事項に関し、調査・審議を行いました。 

 

（３）町民による参加 

パブリックコメントによる町民の意見聴取を行いました。 

■パブリックコメントの実施概要■ 

意見募集期間 ：令和２年12月 28日～令和３年１月27日 

意見提出方法 ：郵送・持参、ファクシミリ、電子メールによる 

募集結果 ：意見なし 

 

 

第６節 計画策定にあたっての基本的な視点 

国は、障がいの有無にかかわらず、すべての人が互いの人権や尊厳を大切にし、

支え合い、いきいきとした人生を送ることができる社会である「共生社会」の構築

を進めています。障がいのある人もない人も、その能力を発揮しながら、支える人

と支えられる人という区分を超えて、互いに支え合える関係性の構築が求められて

います。 

本計画においても「共生社会」の構築に向けた取り組みを進めていくこととしま

す。 
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第２部 陸別町の障がいのある人の現状 
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第１章 障がいのある人の現状 

第１節 人口・世帯の推移 

（１）人口の推移 

本町の総人口は減少傾向が続いています。平成27年には2,574人となってい

ましたが、令和２年には2,334人と、約9.3％の減少となっています。18歳未満

人口、18～64歳人口は減少傾向が続いているのに対し、65歳以上（高齢者）人

口は900人程度で高止まり傾向を示しています。 

年齢３区分別人口の構成比をみると、65歳以上人口の占める割合は上昇傾向が

続いており、高齢化が進行していることがわかります。令和２年には４割が目前と

なっています。 

■総人口と年齢３区分別人口の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口（各年３月 31 日時点） 

■総人口と年齢３区分別人口（構成比）の推移■ 

単位：人、％ 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 

総人口 2,574 2,530 2,464 2,392 2,358 2,334 

18 歳未満人口 300 297 286 255 261 254 

 （構成比） 11.7 11.7 11.6 10.7 11.1 10.9 

18～64 歳人口 1,317 1,300 1,251 1,215 1,176 1,163 

 （構成比） 51.2 51.4 50.8 50.8 49.9 49.8 

65 歳以上人口 957 933 927 922 921 917 

 （構成比） 37.2 36.9 37.6 38.5 39.1 39.3 

資料：住民基本台帳人口（各年３月 31 日時点） 

300 297 286 255 261 254

1,317 1,300 1,251 1,215 1,176 1,163

957 933 927 922 921 917

2,574 2,530 2,464 2,392 2,358 2,334

0

1,000

2,000

3,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

65歳以上

18～64歳

18歳未満
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第２節 障がいのある人の動向 

（１）手帳所持者数の推移 

本町における障がい者の手帳所持者数（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者

保健福祉手帳の所持者（重複含む））は、いずれも高止まり傾向で推移していま

す。 

手帳種別でみると、身体障害者手帳所持者数は平成29年以降140人前後で推

移しているほか、療育手帳所持者数も50人程度で推移しています。また、精神障

害者保健福祉手帳所持者数も10名強で推移しています。 

■手帳所持者数の推移■ 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：陸別町（各年３月 31 日時点） 

150 147 142 140 139 142

46 47 48 48 49 50

10 12 12 14 13 13

0

50

100

150

200

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

身体障害者手帳所持者数

療育手帳所持者数

精神障害者保健福祉手帳

所持者数
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身体障害者手帳所持者の年齢構成をみると、65歳以上の手帳所持者が増加傾向

にあることがうかがえます。令和２年においては、18歳未満は１人と、身体障害

者手帳所持者のほとんどが18歳以上であることがわかります。 

療育手帳所持者の年齢構成をみると、18歳未満、65歳以上はわずかに増加傾

向がうかがえます。 

■年齢区分別にみた障害者手帳所持者数の推移■ 

単位：人 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 

身体障害者手帳 150 147 142 140 139 142 

 18 歳未満 2 2 1 1 1 1 

 18～64 歳 30 33 32 31 27 27 

 65 歳以上 118 112 109 108 111 114 

療育手帳 46 47 48 48 49 50 

 18 歳未満 1 1 2 2 3 4 

 18～64 歳 27 28 28 28 27 25 

 65 歳以上 18 18 18 18 19 21 

精神障害者 

保健福祉手帳 
10 12 12 14 13 13 

 18 歳未満 0 0 0 0 1 1 

 18～64 歳 9 11 11 12 10 10 

 65 歳以上 1 1 1 2 2 2 

資料：陸別町（各年３月 31 日時点） 
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（２）身体障がい者（児）の状況 

身体障害者手帳所持者数を障がいの等級別にみると、いずれも減少傾向が続いて

います。「軽度（５級・６級）」は「重度（１・２級）」と「中度（３級・４級）」に

比べて大幅に少なくなっています。 

■身体障害者手帳所持者数（等級別）の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：陸別町（各年３月 31 日時点） 

 

 

また、障がいの部位別に手帳所持者数をみると、最も人数が多いのは「肢体不自

由」で、令和２年においては81人と、身体障害者手帳所持者数のうち55.1%と

なっています。 

「内部障害（心臓）」は増加傾向がうかがえます。 

■障がいの部位別にみた身体障害者手帳所持者数の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：陸別町（各年３月 31 日時点） 

65 65 68 68 66 63
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15 15 15 16 15 17
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内部障害（心臓）

肢体不自由

言語・音声・そしゃく機能障害

聴覚・平衡機能障害

視覚障害
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（３）知的障がい者（児）の状況 

療育手帳所持者数の推移を障がいの等級別にみると、「Ａ判定」は平成27年以

降24人で一定となっていますが、「Ｂ判定」はわずかに増加傾向が認められま

す。 

■障がいの等級別にみた療育手帳所持者数の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：陸別町（各年３月 31 日時点） 

 

 

（４）精神障がい者（児）の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者の推移を等級別にみると、以下のとおりとなって

います。 

■障がいの等級別にみた精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：陸別町（各年３月 31 日時点） 
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（５）就学の状況 

小学校と中学校に設置されている特別支援学級数、児童・生徒数については以下

のとおりです。 

小学校の特別支援学級を利用する児童数はわずかに増加傾向にあり、平成27年

から令和２年にかけては2.5 倍となっています。 

中学校における特別支援学級数、生徒数は横ばいとなっています。 

■特別支援学級の学級数と児童・生徒数、加配職員数の推移■ 

単位：人 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 

小学校 

学級数 4 4 4 3 4 4 

児童数 4 6 8 5 7 10 

中学校 

学級数 2 2 3 3 3 2 

生徒数 2 3 5 4 3 3 

資料：陸別町（各年５月１日時点） 

 

 

陸別町に居住する特別支援学校の在籍者数の推移は以下のとおりです。平成29

年以降在籍者はいません。 

■陸別町に居住する特別支援学校の在籍者数の推移■ 

単位：人 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 

小学部 0 0 0 0 0 0 

中学部 1 0 0 0 0 0 

高等部 0 1 0 0 0 0 

計 1 1 0 0 0 0 

資料：陸別町（各年５月１日時点） 
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（６）経済的支援の受給状況 

特別障害者手当、特別児童扶養手当の受給者数の推移は以下のとおりです。いず

れも１～２名程度の利用となっています。 

■経済的支援受給者数等の推移■ 

単位：人 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 

特別障害者手当 

（受給者数） 
1 1 1 1 1 1 

特別児童扶養手当 

（受給者数） 
2 2 1 1 1 2 

資料：陸別町（各年３月 31 日時点） 

 

 

自立支援医療の受給者数の推移は以下のとおりです。 

■経済的支援受給者数等の推移■ 

単位：人 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 

更生医療 7 7 7 9 9 8 

精神通院医療 67 56 62 61 63 63 

計 74 63 69 70 72 71 

資料：陸別町（各年３月 31 日時点） 
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第３部 第１期陸別町障がい者基本計画 
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第１章 基本理念 

本町のこれまでの取り組みを踏まえ、障がいの有無にかかわらず、すべての町民

が住み慣れた地域でともにいきいきと暮らしていくことのできる「地域共生社会」

の構築に向けて、本計画の基本理念を以下のように定めます。 

この基本理念は、「第６期陸別町総合計画」に掲げた基本目標を継承するもので

す。 

■基本理念■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 町民並びに町内の団体及び事業者が障がいに対する理解を共

有し、障がいの有無にかかわらず、すべての人が地域で自立

し、安心して暮らすことができる環境整備を進めます。 

・ 障がいのある人が地域において生活するための支援や、就労

に対する教育を進めるとともに、保健・福祉の連携した在宅

支援体制の充実を図ります。 
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第２章 主な取り組み 

本計画の基本理念の実現に向けて、各施策・事業を推進します。 

 

第１節 地域生活支援 

（１）相談支援体制の充実 

障がいのある人の地域生活を支援するため、障がいの特性に配慮しながら、保

健・医療・福祉をはじめ、教育・就労など、幅広い分野にまたがるニーズを総合的

に把握し、ライフステージに応じた支援をコーディネートする機能・体制の強化を

図ります。 

■主な取り組み■ 

№ 取り組み 内容 担当課 

①  

障がい者相談員、 

相談支援事業者等 

との連携強化 

障がい者相談員や相談支援事業者等

関係機関との連携強化により、相談支

援体制の充実を図ります。 

保健福祉 

センター 

②  
身近な地域における

相談窓口の充実 

北海道の推進するワンストップでの

相談支援を実現するため、配置される

地域づくりコーディネーターとの連携

を図り、身近なところでの相談から相

談支援事業窓口を活用した専門相談ま

で多岐にわたる相談に対応する相談支

援ネットワークの構築を図ります。 

③  近隣自治体との連携 

陸別町、足寄町、本別町が設置する

障害者自立支援協議会及び十勝障がい

者総合相談支援センターとの連携によ

る十勝東北部障がい者生活支援ネット

ワーク会議の活用を進めます。 

④  
相談支援専門員の 

育成・資質向上 

成年後見制度の活用やピアサポート

などによる相談支援体制の充実を図る

とともに、相談支援事業者（相談支援

専門員）の育成を図ります。 

⑤  
専門的な相談支援 

体制の整備 

精神障がい、発達障がい、高次脳機

能障害、難病患者等の新たなニーズや

困難事例に対する専門的な相談支援体

制の整備を図ります。 

⑥  
地域生活支援拠点の

整備 

国の指針で示された地域生活支援拠

点の整備を図ります。 
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（２）居住支援の推進 

国の基本指針では、施設から地域生活への移行促進が示されており、地域移行支

援・地域定着支援、就労定着支援の充実を図る必要があります。 

障がいのある人が地域生活に移行するためには、居住地域の住民の理解が重要で

あるとともに、単に本人の生活相談に応じるだけではなく、地域の社会資源との調

整を図りながら、総合的な支援を行うための仕組みが必要です。 

陸別町内には障がい者の入所施設がありますが、その施設入所者のうち、障がい

程度が入所基準に満たない方については、原則として地域生活に移行することとな

ります。 

■主な取り組み■ 

№ 取り組み 内容 担当課 

①  
地域生活への移行 

支援 

施設入所から地域生活に移行する障

がい者について、グループホーム等の

整備による住まいの確保のみならず、

日中活動サービスの充実に向けた基盤

整備、就労に向けた支援など、生活全

般に対する総合的な支援体制の充実を

図ります。 

また、町内の施設入所者で、援護の

実施者が他市町村の方の地域生活への

移行については、原則として障がい者

本人、家族、事業者や出身市町村が対

応することになりますが、当該障がい

者が不安を感じることのないよう、基

盤・体制整備やルールの制定に努めま

す。 

保健福祉 

センター 

②  
暮らしやすい環境の

整備 

障がいのある人等の利用に配慮した

建物の整備などを促進します。 

③  
地域生活支援事業の

実施 

地域における自立した生活には、日

中活動や地域交流の場も必要であるこ

とから、地域生活支援事業の実施を推

進します。 
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第２節 就労支援 

（１）障がいのある人の就労支援 

障がいのある人が地域で自立して生活していくためには、就労することが重要で

す。本町では、社会福祉法人やNPO法人が就労継続支援Ｂ型の事業所を開設して

いますが、今以上に就労できる場を増やしていく取り組みが必要です。 

■主な取り組み■ 

№ 取り組み 内容 担当課 

①  
相談・支援体制の 

充実 

障がいのある人が就労を通じて社会

参加・自立できるよう、その特性に応

じた働く場の確保について、ハローワ

ークや十勝障がい者就業・生活支援セ

ンター「だいち」などの関係機関と連

携を図り、相談・支援体制の充実を図

ります。 

保健福祉 

センター 

②  
障がい福祉サービス

による就労支援 

一般企業への就労が困難な障がい者

に対し、就労継続支援Ｂ型事業や地域

生活支援事業における社会参加促進事

業（自動車改造費助成）の利用による

就労支援を行います。 

③  障がい者雇用の促進 

一般企業・事業所等に対し、障がい

者雇用への理解促進につながるような

研修会等の実施に努めます。 

 

 

第３節 発達障がいのある人への支援 

（１）発達障がいに対する支援 

発達障がいは、自閉症などの障がいごとの特徴がそれぞれ少しずつ重なり合って

いる場合が多く、年齢や環境により症状が異なるため、診断が難しい障がいでもあ

り、本人の暮らしに沿った支援が必要となります。 

■主な取り組み■ 

№ 取り組み 内容 担当課 

①  相談支援の充実 

保育所や学校などと連携し、福祉支

援専門員による相談支援の充実を図り

ます。 保健福祉 

センター 

②  
発達障がいに対する

正しい理解の促進 

発達障がいに対する正しい理解の促

進に努めます。 

 



 

第４部 第６期陸別町障がい福祉計画 
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第１章 成果目標の設定 

障がい福祉計画、障がい児福祉計画の策定にあたっては、国が定める基本指針を

考慮して成果目標を定めることとなっています。 

本計画においても、国の基本指針及び北海道の策定方針を参考にして、以下に定

める6項目についての成果目標を定めます。 

 

第１節 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

① 国の基本指針に定める目標 

１．令和５年度末における地域生活に移行する者の目標値を設定する。当該目標値
の設定に当たっては、令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活
へ移行することを基本とする。 

※整備法による改正前の児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に規定する指定
知的障害児施設等（以下「旧指定施設等」という。）に入所していた者（18 歳
以上の者に限る。）であって、整備法による改正後の法に基づく指定障害者支援
施設等の指定を受けた当該旧指定施設等に引き続き入所しているもの（以下
「継続入所者」という。）の数を除いて設定するものとする。 

２．令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から 1.6％以上 
削減することを基本とする。 

※継続入所者の数を除いて設定するものとする。 

 

② 目標の設定 

現在本町では、障がい者支援施設が２か所あり、合わせて108名（令和２年３

月31日現在）が入所しています。うち15名が陸別町出身者、残りの93名が他

市町村出身者です。 

また、施設入所者においては年々高齢化が進んでおり、地域生活への移行が困難

な方が増えています。 

■目標の設定■ 

区分 数値 目標値設定の考え方 

令和２年度末時点の 
入所者数（人） 

24 人 
（108 人） 

令和２年３月 31 日現在 
※（ ）内は他市町村出身者を含めた値 

令和５年度末時点の 
入所者数（人） 

23 人 令和５年３月 31 日時点 

地域生活移行者数（人） 1 人 
施設入所からグループホームへ移行するこ
とを基本として、陸別町の実情を踏まえて
設定 

減少見込数（人） 1 人 
施設入所者数が減少することを基本とし
て、陸別町の実情を踏まえて設定 
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第２節 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

① 国の基本指針に定める目標 

１．精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 

令和５年度における精神障害者の精神病床からの退院後１年以内の地域にお
ける生活日数の平均を 316 日以上とすることを基本として目標値を設定する。 

２．精神病床における１年以上長期入院患者数（65 歳以上、65 歳未満） 

別表第四の一の項に掲げる式により算定した令和５年度末の精神病床におけ
る 65 歳以上の１年以上長期入院患者数及び別表第四の二の項に掲げる式により
算定した令和５年度末の精神病床における 65 歳未満の１年以上長期入院患者数
を、目標値として設定する。 

３．精神病床における早期退院率（入院後３か月時点、入院後６か月時点、 
入院後１年時点） 

令和５年度における入院後３か月時点の退院率については 69％以上とし、入
院後６か月時点の退院率については 86％以上とし、入院後１年時点の退院率に
ついては 92％以上とすることを基本とする。 

 

なお、上記の目標については、北海道の動向を踏まえつつ、精神障がいにも対応

した地域包括ケアシステムの構築に向けて具体的な取り組みを展開する目標として

保健、医療、福祉関係者による協議の場の開催などの活動指標を定めることとなっ

ています。 

 

② 目標の設定 

精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるにあたっては、精神

科病院や地域援助事業者による努力だけでは限界があり、自治体を中心とした地域

精神保健医療福祉の一体的な取り組みの推進に加え、地域住民の協力を得ながら差

別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会の実現

に向けた取り組みの推進が必要です。これを踏まえ、精神障がい者が地域の一員と

して安心して自分らしい暮らしをすることができる体制づくりが求められていま

す。 

本町では、会議体による協議の場の設置にはこだわらず、必要に応じて関係者に

よる協議の場を設け、課題に対応していきます。 

なお、地域包括ケアシステムの構築については、検討して参ります。 
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第３節 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

① 国の基本指針に定める目標 

地域生活支援拠点等について、令和５年度末までに各市町村又は各圏域に１つ
以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運
用状況を検証及び検討することを基本とする。 

 

② 目標の設定 

障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相

談・体験の機会・場、緊急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を地

域の実情に応じた創意工夫により整備し、障がい者の生活を地域全体で支えるサー

ビス提供体制を備えた、地域生活支援拠点の整備を進めていく必要があります。 

十勝東北部においては、本別町が整備を行っています。本町においても地域生活

支援拠点を整備するための課題を整理し、居住支援のための機能の充実を図りま

す。 

■目標の設定■ 

区分 数値 目標値設定の考え方 

地域生活支援拠点の整備 0 か所 課題の整理を進める 
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第４節 就労移行支援事業等から一般就労への移行等 

① 国の基本指針に定める目標 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移
行支援、就労継続支援を行う事業をいう。）を通じて、令和５年度中に一般就労に
移行する者の目標値を設定する。当該目標値の設定に当たっては、令和元年度の
一般就労への移行実績の 1.27 倍以上とすることを基本とする。この際、就労移行
支援事業、就労継続支援Ａ型事業（就労継続支援Ａ型（障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成 18 年厚生労働省令第 19
号。以下「規則」という。）第６条の 10 第１号の就労継続支援Ａ型をいう。以下
同じ。）を行う事業をいう。以下同じ。）及び就労継続支援Ｂ型事業（就労継続支
援Ｂ型（同条第２号の就労継続支援Ｂ型をいう。以下同じ。）を行う事業をいう。
以下同じ。）について、各事業の趣旨、目的、各地域における実態等を踏まえつ
つ、それぞれ令和５年度中に一般就労に移行する者の目標値も併せて定める。 

・障害者の一般就労への定着も重要であることから、就労定着支援事業の利用
者数及び事業所ごとの就労定着率に係る目標値を設定することとし、就労定
着支援事業の利用者数については、各地域における就労定着支援事業の事業
所数等を踏まえた上で、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一
般就労に移行する者のうち、７割が就労定着支援事業を利用することを基本
とする。 

・就労定着支援事業の就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、就
労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とすることを基本とする。 

 

② 目標の設定 

令和２年度内に、就労移行支援を通じて一般就労した方は1人です。 

本計画における目標を以下のように定めます。 

■目標の設定■ 

区分 数値 目標値設定の考え方 

目標の一般就労移行者数（人） 0 人 
高齢化・重症化により一般就労移行者は 

見込めない 
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第５節 相談支援体制の充実・強化等 

① 国の基本指針に定める目標 

令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、別表第一の九の表各項に
掲げる総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施す
る体制を確保することを基本とする。 

 

② 目標の設定 

障がいのある人の地域生活を支援するためには、それぞれの障がいの特性に配慮

し、保健、医療、福祉をはじめ、教育、就労など幅広い分野にまたがるニーズを総

合的に把握し、ライフステージの各段階に応じた支援をコーディネートする機能や

体制の整備が必要となっています。 

また、本町では、「第６期陸別町総合計画」に記載されている相談体制の充実に

努めるとともに相談支援事業者（相談支援専門員）の育成に努めます。 

■目標の設定■ 

区分 数値 目標値設定の考え方 

相談支援専門員の育成 １人 
陸別町の相談支援専門員が不足している

ことを踏まえて設定 

 

 

第６節 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に

係る体制の構築 

① 国の基本指針に定める目標 

令和５年度末までに、別表第一の十の表各項に掲げる障害福祉サービス等の質
を向上させるための取組に関する事項を実施する体制を構築することを基本とす
る。 

 

② 目標の設定 

障害福祉サービスの質を向上させるため、道や振興局が実施する障害福祉サービ

ス等に係る研修等へ町職員や事業所職員が参加し、それぞれのスキルアップに取り

組みます。 
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第２章 障害福祉サービス等の見込量とその確保方策 

第１節 訪問系サービスの見込量と確保方策 

（１）訪問系サービスの概要 

訪問系サービスに含まれるサービスは以下のとおりです。 

■訪問系サービス一覧■ 

サービス 内容 

居宅介護 

ホームヘルパーが、自宅を訪問して、入浴、排泄、食事

等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事、生活等に関する相
談や助言など、生活全般にわたる援助を行います。 

障がいのある人の地域での生活を支えるために基本とな
るサービスで、利用者本人のために使われるサービスで
す。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由または重度の知的障がい若しくは精神
障がいがあり常に介護を必要とする人に対して、ホームヘ
ルパーが自宅を訪問し、入浴、排泄、食事などの介護、調
理、洗濯、掃除などの家事、生活等に関する相談や助言な
ど、生活全般にわたる援助や外出時における移動中の介護
を総合的に行います。 

このサービスでは、生活全般について介護サービスを手
厚く提供することで、常に介護が必要な重い障がいがある
人でも、在宅での生活が続けられるように支援します。 

同行援護 

移動に著しい困難を有する視覚障がいのある人が外出す
る際、ご本人に同行し、移動に必要な情報の提供や、移動
の援護、排泄、食事等の介護のほか、ご本人が外出する際
に必要な援助を適切かつ効果的に行います。 

単に利用者が行きたいところに連れて行くだけではな
く、外出先での情報提供や代読・代筆などの役割も担う、
視覚障がいのある人の社会参加や地域生活においてなくて
はならないサービスです。 

行動援護 

行動に著しい困難を有する知的障がいや精神障がいのあ
る人が、行動する際に生じ得る危険を回避するために必要
な援護、外出時における移動中の介護、排泄、食事等の介
護のほか、行動する際に必要な援助を行います。 

障がいの特性を理解した専門のヘルパーがこれらのサー
ビスを行い、知的障がいや精神障がいのある人の社会参加
と地域生活を支援します。 

重度障害者等包括支援 

常に介護を必要とする人の中でも、特に介護の必要度が
高い人に対して、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行
動援護、生活介護、短期入所などのサービスを包括的に提
供します。 

このサービスでは、様々なサービスを組み合わせて手厚
く提供することにより、たとえ最重度の障がいのある人で
も安心して地域での生活が続けられるよう支援します。 
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（２）サービスの利用実績 

居宅介護のみの利用となっています。 

■訪問系サービスの利用実績■ 

サービス 単位 平成 30 年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

居宅介護 

利用者数 
（人／月） 

1 1 1 

利用時間 
（時間／月） 

2 2 10 

重度訪問介護 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用時間 
（時間／月） 

0 0 0 

同行援護 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用時間 

（時間／月） 
0 0 0 

行動援護 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 

利用時間 
（時間／月） 

0 0 0 

重度障害者等 
包括支援 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用時間 
（時間／月） 

0 0 0 
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（３）サービスの見込量と確保方策 

引き続き事業者と連携し、居宅介護の提供に努めます。 

■訪問系サービスの利用見込み■ 

サービス 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護 

利用者数 

（人／月） 
1 1 1 

利用時間 

（時間／月） 
10 10 10 

重度訪問介護 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用時間 
（時間／月） 

0 0 0 

同行援護 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用時間 
（時間／月） 

0 0 0 

行動援護 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 

利用時間 

（時間／月） 
0 0 0 

重度障害者等 

包括支援 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用時間 
（時間／月） 

0 0 0 
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第２節 日中活動系サービスの見込量と確保方策 

（１）日中活動系サービスの概要 

日中活動系サービスに含まれるサービスは以下のとおりです。 

■日中活動系サービス一覧■ 

サービス 内容 

生活介護 

障がい者支援施設などで、常に介護を必要とする人に対し

て、主に昼間において、入浴・排泄・食事等の介護、調理・

洗濯・掃除等の家事、生活等に関する相談・助言その他の必

要な日常生活上の支援、創作的活動・生産活動の機会の提供

のほか、身体機能や生活能力の向上のために必要な援助を行

います。 

自立訓練（機能訓練） 

身体障がいのある人または難病を患っている人などに対し

て、障がい者支援施設、障害福祉サービス事業所または障が

いのある人の居宅において、理学療法、作業療法その他の必

要なリハビリテーション、生活等に関する相談及び助言など

の支援を行います。 

自立訓練（生活訓練） 

知的障がいまたは精神障がいのある人に対して、障がい者

支援施設、障害福祉サービス事業所または障がいのある人の

居宅において、入浴、排泄、食事等に関する自立した日常生

活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言な

どの支援を行います。 

就労移行支援 

就労を希望する 65 歳未満の障がいのある人に対して、生産

活動や職場体験などの機会の提供を通じ、就労に必要な知識

や能力向上のために必要な訓練、就労に関する相談や支援を

行います。 

就労継続支援（Ａ型） 

企業等に就労することが困難な障がいのある人に対して、

雇用契約に基づく生産活動の機会の提供及び能力の向上のた

めに必要な訓練などを行います。 

就労継続支援（Ｂ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な就労経験のある障

がいのある人に対し、生産活動などの機会の提供、知識及び能

力の向上のために必要な訓練などを行うサービスです。 

このサービスを通じて生産活動や就労に必要な知識や能力

が高まった人は、就労継続支援（Ａ型）や一般就労への移行

を目指します。 

就労定着支援 

障がい者との相談を通じて生活面の課題を把握するととも

に、企業や関係機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に

向けて必要となる支援を行います。 
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サービス 内容 

療養介護 

病院において医療的ケアを必要とする障がいのある人のう

ち常に介護を必要とする人に対して、主に昼間において病院で

行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下にお

ける介護及び日常生活上の世話を行います。また、療養介護の

うち医療に関わるものを療養介護医療として提供します。 

このサービスでは、医療機関において医療的ケアと福祉サ

ービスを合わせて提供します。 

短期入所 

（福祉型・医療型） 

自宅で介護を行っている人が病気などの理由により介護を

行うことができない場合に、障がいのある人に障がい者支援

施設や児童福祉施設等に短期間入所してもらい、入浴、排

泄、食事のほか、必要な介護を行います。 

このサービスは、介護者にとってのレスパイトサービス

（休息）としての役割も担っています。 
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（２）サービスの利用実績 

生活介護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ｂ型）、療養介

護のみの利用となっています。 

■日中活動系サービスの利用実績■ 

サービス 単位 平成 30 年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

生活介護 

利用者数 
（人／月） 

23 26 26 

利用日数 
（人日／月） 

468 549 598 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

自立訓練 
（生活訓練） 

利用者数 
（人／月） 

1 1 1 

利用日数 

（人日／月） 
8 26 30 

就労移行支援 

利用者数 

（人／月） 
0 1 1 

利用日数 
（人日／月） 

0 17 17 

就労継続支援 
（Ａ型） 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

就労継続支援 
（Ｂ型） 

利用者数 
（人／月） 

24 20 23 

利用日数 

（人日／月） 
409 364 529 

就労定着支援 
利用者数 

（人／月） 
0 0 0 

療養介護 
利用者数 

（人／月） 
2 2 2 

短期入所（福祉型） 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

短期入所（医療型） 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 

（人日／月） 
0 0 0 
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（３）サービスの見込量と確保方策 

引き続き事業者と連携し、生活介護、自立訓練（生活訓練）、就労継続支援（Ｂ

型）、療養介護の提供に努めます。 

■日中活動系サービスの利用見込み■ 

サービス 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 

利用者数 

（人／月） 
26 26 26 

利用日数 

（人日／月） 
598 598 598 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

自立訓練 
（生活訓練） 

利用者数 
（人／月） 

1 1 1 

利用日数 
（人日／月） 

30 30 30 

就労移行支援 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 

利用日数 

（人日／月） 
0 0 0 

就労継続支援 

（Ａ型） 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

就労継続支援 
（Ｂ型） 

利用者数 
（人／月） 

23 23 23 

利用日数 
（人日／月） 

529 529 529 

就労定着支援 
利用者数 

（人／月） 
0 0 0 

療養介護 
利用者数 

（人／月） 
2 2 2 

短期入所（福祉型） 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

短期入所（医療型） 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 
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第３節 居住系サービスの見込量と確保方策 

（１）居住系サービスの概要 

居住系サービスに含まれるサービスは以下のとおりです。 

■居住系サービス一覧■ 

サービス 内容 

自立生活援助 

集団生活ではなく一人暮らしを希望する障がいのある人

のうち、知的障がいや精神障がいにより理解力や生活力など
が十分でなく、一人暮らしができない人のために、定期的な
巡回訪問による生活の確認や必要な助言を行います。また、
利用者からの相談・要請に応じて訪問、電話、メール等によ
る随時の対応を行います。 

共同生活援助 
（グループホーム） 

障がいのある人に対して、主に夜間において、共同生活を

営む住居で相談、入浴、排泄または食事の介護、その他の日
常生活上の援助を行います。このサービスでは、孤立の防止、
生活への不安の軽減、共同生活による身体・精神状態の安定
などが期待されます。 

施設入所支援 

施設に入所する障がいのある人に対して、主に夜間におい
て、入浴、排泄、食事等の介護、生活等に関する相談・助言
のほか、必要な日常生活上の支援を行います。 

生活介護などの日中活動と合わせて、こうした夜間等にお
けるサービスを提供することで、障がいのある人の日常生活
を一体的に支援します。 
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（２）サービスの利用実績 

共同生活援助、施設入所支援については利用があります。 

■居住系サービスの利用実績■ 

サービス 単位 平成 30 年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

自立生活援助 
利用者数 

（人） 
0 0 0 

共同生活援助 
（グループホーム） 

利用者数 
（人） 

21 22 22 

施設入所支援 
利用者数 
（人） 

21 22 24 

 

 

（３）サービスの見込量と確保方策 

共同生活援助、施設入所支援について、現在と同程度の利用を見込みます。引き

続き提供事業者と連携を図り、サービスの確保に努めます。 

■居住系サービスの利用見込み■ 

サービス 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立生活援助 
利用者数 

（人） 
0 0 0 

共同生活援助 
（グループホーム） 

利用者数 
（人） 

22 22 23 

施設入所支援 
利用者数 
（人） 

24 24 23 
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第４節 相談支援の見込量と確保方策 

（１）相談支援の概要 

相談支援には以下のサービスがあります。 

■相談支援一覧■ 

サービス 内容 

計画相談支援 
サービス等利用計画の作成、計画の見直し、サービス事業

者等との連絡調整などを行います。 

地域移行支援 
退所・退院後の住居の確保その他の地域生活へ移行するた

めの活動に関する相談等を行います。 

地域定着支援 
常時の連絡体制を確保し、障がいの特性が原因で生じた緊

急の事態等に相談その他の便宜を図ります。 

 

（２）サービスの利用実績 

計画相談支援の利用のみとなっています。 

■相談支援の利用実績■ 

サービス 単位 平成 30 年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

計画相談支援 
利用者数 

（人） 
55 56 48 

地域移行支援 
利用者数 

（人） 
0 0 0 

地域定着支援 
利用者数 

（人） 
0 0 0 

 

（３）サービスの見込量と確保方策 

計画相談支援については、現在と同程度の利用を見込みます。相談支援事業者と

連携を図り、サービスを確保します。 

■相談支援の利用見込み■ 

サービス 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画相談支援 
利用者数 
（人） 

48 48 48 

地域移行支援 
利用者数 
（人） 

0 0 0 

地域定着支援 
利用者数 
（人） 

0 0 0 
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第３章 地域生活支援事業の見込量とその確保方策 

（１）地域生活支援事業の概要 

「地域生活支援事業」とは、障害者総合支援法第77条に基づき、障がいのある

人や家族介護者が地域で自立した日常生活や社会生活（就労等）を営むことができ

るよう、本町の社会資源や利用者の状況に応じて柔軟に実施する事業です。 

■地域生活支援事業の詳細■ 

サービス 内容 

理解促進研修・啓発事業 
地域の住民に対して、障がいのある人に対する理解を深め

るための研修会やイベントの開催・啓発活動などを行いま
す。 

自発的活動支援事業 

障がいのある人やその家族、地域住民などが地域において

自発的に行う活動（ピアサポート、災害対策、孤立防止活動、
ボランティア活動など）を支援します。 

相談支援事業 

相談、福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等）、社

会資源を活用するための支援（各種支援施策に関する助言・
指導等）、社会生活力を高めるための支援、権利擁護のため
に必要な援助、専門機関の紹介、総合支援協議会の運営等を
行います。 

成年後見制度 
利用支援事業 

障害福祉サービスを利用しようとする障がいのある人に、

成年後見制度の利用について必要となる経費のすべてまた
は一部について補助を行います。 

成年後見制度 
法人後見支援事業 

成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実

施団体に対する研修、安定的な実施のための組織体制の構
築、専門職による支援体制の構築などを行います。 

意思疎通支援事業 

聴覚や音声・言語機能に障がいのある人、または聴覚や音
声・言語機能に障がいのある人とコミュニケーションをとる
必要のある人に対して、手話通訳者や要約筆記者を派遣しま
す。 

日常生活用具給付事業 
障がいのある人に、日常生活上の便宜を図るための用具を

給付または貸与します。 

手話奉仕員養成研修事業 

聴覚に障がいのある人との交流活動の促進及び、市の広報

活動などの支援者として期待される手話奉仕員（日常会話程
度の手話表現技術を取得した者）の養成研修を行います。 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がいのある人に、外出のための支

援を行います。 

地域活動支援センター 
障がいのある人に、創作的活動または生産活動の機会の提

供、社会との交流の促進等を行います。 
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（２）地域生活支援事業の実績 

障害者相談支援事業と排泄管理支援用具のみとなっております。 

■地域生活支援事業の利用実績■ 

サービス 単位 平成 30 年度 令和元年度 
令和２年度

（見込み） 

理解促進研修・ 
啓発事業 

実施の有無 なし なし なし 

自発的活動支援 

事業 
実施の有無 なし なし なし 

相
談
支
援
事
業 

障害者相談支援 

事業 

実施箇所数 

（か所） 
１ １ １ 

基幹相談支援 
センター 

設置の有無 なし なし なし 

基幹相談支援センタ
ー等機能強化事業 

実施の有無 なし なし なし 

住宅入居等支援事
業 

実施の有無 なし なし なし 

成年後見制度 
利用支援事業 

実利用者数 
（人） 

0 0 0 

成年後見制度 

法人後見支援事業 
実施の有無 なし なし なし 

意
思
疎
通 

支
援
事
業 

手話通訳者・要約 

筆記者派遣事業 

実利用者数 

（人） 
0 0 0 

手話通訳者設置 
事業 

実設置者数 
（人） 

0 0 0 

日
常
生
活
用
具
給
付
事
業 

介護・訓練支援 
用具 

件数 
（件） 

0 0 0 

自立生活支援用具 
件数 

（件） 
0 0 0 

在宅療養等支援 
用具 

件数 
（件） 

0 0 0 

情報・意思疎通 

支援用具 

件数 

（件） 
0 0 0 

排泄管理支援用具 
件数 

（件） 
90 84 96 

居宅生活動作補助 
用具（住宅改修） 

件数 
（件） 

0 0 0 
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サービス 単位 平成 30 年度 令和元年度 
令和２年度

（見込み） 

手話奉仕員養成研修事業 
登録者数 
（人） 

0 0 0 

移動支援事業 

実利用者数 
（人） 

0 0 0 

延利用時間 
（時間） 

0 0 0 

地域活動支援センター 
（自市町村分） 

実施箇所数 
（か所） 

0 0 0 

実利用者数 
（人） 

0 0 0 

地域活動支援センター 
（他市町村分） 

実施箇所数 
（か所） 

0 0 0 

実利用者数 
（人） 

0 0 0 

 

 

（３）地域生活支援事業の見込み 

以下のとおり見込みます。 

■地域生活支援事業の利用見込み■ 

サービス 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

理解促進研修・ 

啓発事業 
実施の有無 なし なし なし 

自発的活動支援 
事業 

実施の有無 なし なし なし 

相
談
支
援
事
業 

障害者相談支援 
事業 

実施箇所数 
（か所） 

１ １ １ 

基幹相談支援 
センター 

設置の有無 なし なし なし 

基幹相談支援センタ
ー等機能強化事業 

実施の有無 なし なし なし 

住宅入居等支援 

事業 
実施の有無 なし なし なし 

成年後見制度 

利用支援事業 

実利用者数 

（人） 
0 0 0 

成年後見制度 
法人後見支援事業 

実施の有無 なし なし なし 
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サービス 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

意
思
疎
通 

支
援
事
業 

手話通訳者・要約 
筆記者派遣事業 

実利用者数 
（人） 

0 0 0 

手話通訳者設置 
事業 

実設置者数 
（人） 

0 0 0 

日
常
生
活
用
具
給
付
事
業 

介護・訓練支援 

用具 

件数 

（件） 
0 0 0 

自立生活支援用具 
件数 

（件） 
0 0 0 

在宅療養等支援 
用具 

件数 
（件） 

0 0 0 

情報・意思疎通 
支援用具 

件数 
（件） 

0 0 0 

排泄管理支援用具 
件数 

（件） 
96 96 96 

居宅生活動作補助 
用具（住宅改修） 

件数 
（件） 

0 0 0 

手話奉仕員養成研修事業 
登録者数 
（人） 

0 0 0 

移動支援事業 

実利用者数 

（人） 
0 0 0 

延利用時間 
（時間） 

0 0 0 

地域活動支援センター 
（自市町村分） 

実施箇所数 
（か所） 

0 0 0 

実利用者数 
（人） 

0 0 0 

地域活動支援センター 
（他市町村分） 

実施箇所数 
（か所） 

0 0 0 

実利用者数 

（人） 
0 0 0 
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第５部 第２期陸別町障がい児福祉計画 
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第１章 成果目標の設定 

第１節 障がい児支援の提供体制の整備等 

① 国の基本指針に定める目標 

１．重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及び
保育所等訪問支援の充実 

・令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１カ所
以上設置することを基本とする。市町村単独での設置が困難な場合には、圏
域での設置であっても差し支えない。 

・令和５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用でき
る体制を構築することを基本とする。市町村単独での設置が困難な場合に
は、圏域での設置であっても差し支えない。 

２．難聴児支援のための中核的機能を有する体制の構築 

令和５年度末までに、各都道府県において、児童発達支援センター、特別支
援学校（聴覚障害）等の連携強化を図る等、難聴児支援のための中核的機能を
有する体制を確保することを基本とする。 

３．主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス
事業所の確保 

令和５年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及
び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保するこ
とを基本とする。市町村単独での確保が困難な場合には、圏域での確保であっ
ても差し支えない。 

４．医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの
配置 

令和５年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医
療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設け
るとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本
とする。市町村単独での設置が困難な場合には都道府県が関与した上での、圏
域での設置であっても差し支えない。 
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② 目標の設定 

障がい児については、家庭、学校、地域、関連機関、行政での体制状況を踏ま

え、障害児通所支援等の専門的な支援の確保及び地域共生社会の形成促進の観点か

ら保健、医療、福祉、教育等との関係機関とも連携を図った上で、障がい児及びそ

の家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で

提供する体制の構築を図ることが重要です。 

本町には、児童発達支援センターと放課後等デイサービスは設置されておりませ

んが、足寄町の児童発達支援センター「あゆみ園」においてサービスの提供を行っ

ています。今後も足寄町と連携し、必要な時にサービスを利用できる体制の整備に

努めます。 

■目標の設定■ 

（重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービスの確保） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ア 児童発達支援事業所 0 か所 0 か所 0 か所 

イ 放課後等デイサービス 0 か所 0 か所 0 か所 
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第２章 障害児福祉サービスの見込量とその確保方策 

（１）障害児福祉サービスの概要 

障がい児を対象とした支援サービスは以下のとおりです。 

■障害児福祉サービス一覧■ 

サービス 内容 

児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練その他の支援を行うサービスです。 

医療型児童発達支援 児童発達支援と治療を行うサービスです。 

放課後等デイサービス 
学校の授業終了後や学校の休校日に、生活能力向上のため

に必要な訓練や、社会との交流の促進などの支援を行うサー
ビスです。 

保育所等訪問支援 

保育所などを訪問し、障がいのある子どもが、障がいのあ

る子ども以外の児童との集団生活に適応するための専門的
な支援などを行うサービスです。 

居宅訪問型 
児童発達支援 

障害児通所支援を利用するために外出することが著しく
困難な障がい児の居宅を訪問して発達支援を行うサービス
です。 

障害児相談支援 

障がいのある子どもが障害児通所支援（児童発達支援・放
課後等デイサービスなど）を利用する前に障害児支援利用計
画を作成し（障害児支援利用援助）、通所支援開始後、一定
期間ごとにモニタリングを行う（継続障害児支援利用援助）
等の支援を行います。 
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（２）サービスの利用実績 

児童発達支援のみの利用となっています。 

■障害児福祉サービスの利用実績■ 

サービス 単位 平成 30 年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

児童発達支援 

利用者数 
（人／月） 

1 1 1 

利用日数 
（人日／月） 

2 2 4 

医療型児童発達支援 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

放課後等デイ 
サービス 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 

（人日／月） 
0 0 0 

保育所等訪問支援 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

居宅訪問型 
児童発達支援 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

障害児相談支援 
利用者数 

（人／月） 
0 0 0 
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（３）サービスの見込量と確保方策 

引き続き事業者と連携し、児童発達支援の提供に努めます。 

■障害児福祉サービスの利用見込み■ 

サービス 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童発達支援 

利用者数 

（人／月） 
2 2 2 

利用日数 

（人日／月） 
6 6 6 

医療型児童発達支援 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

放課後等デイ 
サービス 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

保育所等訪問支援 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 

利用日数 

（人日／月） 
0 0 0 

居宅訪問型 

児童発達支援 

利用者数 
（人／月） 

0 0 0 

利用日数 
（人日／月） 

0 0 0 

障害児相談支援 
利用者数 

（人／月） 
0 0 0 
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第６部 計画の推進にあたって 
  



60 

 



61 

第１章 関係機関等との連携 

障がい者施策は福祉分野にとどまらず、保健、医療、教育、住宅、交通、情報な

ど、広範な分野にわたるため、各部署との連携を図りながら施策を進めていくこと

が重要です。「第６期陸別町総合計画」等の他計画の動向も考慮しつつ、障がいの

ある人とない人がともに地域の中で暮らしていくことができるよう、施策の効果的

な推進に努めます。 

また、行政だけでは障がい者を支えるサービスを提供することはできません。サ

ービス事業所や保健・医療機関など、町の内外で活動する団体、機関などとも連携

し、町内に居住する障がい者の暮らしがよりよいものになるよう、ネットワークを

構築していきます。 

さらに、近隣自治体との連携を図り、円滑な事業の実施に努めます。 

 

 

第２章 計画の進行管理 

毎年度、計画の進捗状況を把握し、施策の充実や見直しについて協議を行うこと

により、計画の円滑な進行管理に努めます。 
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